
発・着地での荷役作業改善への取り組み検討奈良県
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►荷主企業：発荷主M（製造業）
荷主M社は、滋賀県に本社を置く企業で、計測器向けデバイス、空調関連製品等の開

発・製造・販売を行っている。今回対象としたのは奈良県所在のM社工場から愛知県
所在の計測器関連メーカーM-c社向け部品輸送である。

►           a b
元請a社はM社の製品倉庫で、入出荷作業·在庫管理·車両手配を行っている。

運送事業者b社は、当検討会対象輸送業務である中距離輸送を担っている。

荷種

計測器関連部品他

｀【改善の方向と効果検証項目】①手積み手下し荷役でのドライバーヘの作業負担軽減（パレット利用のユニットロード化）
②善荷主側における複数荷下ろし揚所の集約(2箇所から1箇所へ集約）
③輸送上での一貫パレチゼージョンを前提とした製品輸送梱包サイズヘの見直し検討
④実運送事業者の復路便（復路に係る更なる拘束時間縮減の検討）

発側でのバラ積荷役 発側倉庫出荷待ち仮置き製品
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．着荷主工場内荷受・出荷場所関連作業動線

着荷主M-c社工場内荷受・出荷場所関連作業動線
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① 今回、本パイロット事業の対象とした輸送は、荷主M社の愛知県所在の計測機器
メーカー向け部品輸送であり、とくに発地・着地双方での荷積み・荷下ろしでの長時間

の待機等の重篤な問題はなく、当該輸送業務全体でもドライバーの拘束時間と労働
条件について大きな問題はなかった。

① 検討会では、事業場訪問内容の報告と抽出課題に対する事務局からの更なる改善

に向けた4つの取組提案を主題として討議し、これら4提案に対する「実現性・実効
性」を検討し、今後進める改善に対する取り組みの方向付けを行った。

ヽ ヽ

一【改善の方向に対する検討結果】①手積み手下し荷役でのドライバーヘの作業負担軽減
→平パレット利用のユニットロード化によるメリットが生み出せないため即実施は困難、
今後も継続検討

②着荷主側における複数荷下ろし場所の集約(2箇所から1箇所へ集約）
→着荷主工場内の製造ラインに係る動線の最適化とならず、かつ着荷主側への負担

（ライン作業、費用面）が大きく実施は困難

現在工場内に建築中の新発送場竣工に併せて工場内動線の見直しをする中で再

検討する

③輸送上での一貫パレチゼーションを前提とした製品輸送梱包サイズヘの見直し検討
→包装モジュールの見直し等費用と時間が相当必要となり、かつ費用対効果の視点

では、出荷数量を勘案すると実施は困難と評価

④実運送事業者の復路便について
→当検討会では、発着荷主をM社～M-c社間に限定した輸送実態の把握と評価とし

たため、M-b社が行う復路輸送に係る拘束時間の更なる縮減に向けた取組みに

ついては、M-b社独自で取り組むこととした

※取組が実現した場合と仮定

① 荷主にとっては、改善事項の実施により安定的·高品質な輸送力確保が実現でき、

顧客への高いサービスレベルを維持することができる。
② 実運送事業者は、手荷役の省力化、荷下ろし作業工数の削減によりドライバーヘの

負担が軽減できる。また、復路輸送での拘束時間削減によりドライバーの勤務条件も
安定化し雇用の確保にも寄与できる。

① 今回当検討会の場で関係者が一同に会して、同じ目標に向けてリソースを持ち寄っ
たことにより、更なる改善に向けた取組みの契機となった。
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